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7． 今後の検討課題 

 

7.1   長期目標に関する更なる検討 

 

○ 長期目標は、予測に残る不確実性などを念頭に、ある程度の柔軟性を持った目標と

して捉えることが必要であり、ひとたび設定を行った後も、更なる科学的知見の充実

に対応し、継続的に検討を加えていくことが必要である。 

 

○長期目標に関しては、我が国が自らの戦略に基づいて、独自に判断・決定していくこと 

  が重要であるが、一方で、諸外国の状況について注視していくことも必要である。例え   

ば、気温上昇の抑制幅 2℃といった長期目標に関するＥＵなどにおける議論の今後の

さらなる進展やその科学的・戦略的背景等について情報を引き続き収集し、それらを

考慮しつつ検討することが重要である。 

 

○ 地球規模で求められる排出削減量を達成するために、各国がどのような役割を果た

すかについては、政策的な判断や日本としての戦略が求められるため、今後の検討

課題である。なおそれらの検討を進めるには、今後、コストとベネフィット及び必要な

対策措置の具体的内容などについても、さらに知見を深めていくことが重要である。 

 

○ 生態系や農業への影響を考慮すれば、気温上昇の大きさだけでなく、変化の速度に

ついても留意することが必要であり、速度についての検討も課題となる。 

 

7.2   気候変動問題におけるリスク管理 

 

○ 気候変動による影響は、甚大かつ不可逆的なものとなるおそれがある。また、これま

でに人類が排出した温室効果ガスにより、既にある程度の地球温暖化は避けられな

い。これらのことを認識しつつ、どの程度の気温上昇に抑制し、そのためには、どの程

度の温室効果ガス濃度に抑制するのかが問われている。しかし、気候変動は、実験

室での検証ができないことなどから、科学的知見に不確実性が残ることは避けられな

い 。 

 

○ この不確実性に関連し、将来起こることが懸念される悪影響について、現在の経済社

会活動を重視すれば「その事象が起こらない確率」に関心が向く一方、既に起こりつ
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つある影響の回避を重視すれば「その事象が起こる確率」に関心が向くこととなる。し

かし、気候変動枠組条約では、影響の不可逆性などを考慮し、科学的知見の不確実

性を理由に対策を延期すべきではないとして、予防原則の考え方をうたっている。こ

の原則によれば、このうち後者の確率を重視する必要がある。 

 

○ また、不確実性を考える上では、気候変動による影響として、相対的に高い確率を持

つ悪影響だけでなく、極めて低い確率ではあるが生起する可能性のある破局的事象

との両方が想定されることも、念頭においておく必要がある。 

 

○ こうした点を踏まえつつ、不確実性に対し判断を下す役割が、政策担当者に求められ

ている。しかし、その判断に関し、科学が助言することは可能である。この観点から、

「地球温暖化問題におけるリスク管理」のための政策の決定を支援する、知見の蓄積

や手法の開発は、重要な課題である。これらの課題には、影響の発現や閾値を超え

るタイミングに関する研究の進展を踏まえ、いつどのような対策をとることが適切か、

緩和と適応のバランスを如何にとるかといった課題も含まれる。 

 

○ リスクの管理は、社会にとっての課題であり、一人ひとりが科学的な理解を共有し、共

通の科学的な知見に基づいて、目標設定のあり方、今後の対策のあり方等について、

真摯な議論を積み上げていくことが重要である。このため、国民に対する一層の情報

の提供や、議論の促進などにも取り組んでいくべきである。 

 

7.3   緊密一体化した世界経済の現実に即した｢気候変動による影響｣の解明 

 

○ 気候変動による影響については、これまで、属地的な影響に関心が集まってきた。例

えば、日本の影響については、日本の国土における影響研究が中心であった。しかし

例えば、日本の食糧や飼料などの農林水産物は、世界各地から輸入されており、そ

れらの生産国や地域における気候変動は、日本の人々にも影響する。この観点から、

「日本の農林水産業への影響」だけでなく「日本の食糧への影響」についても検討が

必要となる。 

 

○ このことは、日本だけにとどまらない。気候変動枠組条約の究極目的に記述されてい

る「食糧生産が脅かされない」ことについても、世界の人々のニーズを充たす食糧を

生産できることだけでなく、緊密一体化した世界においては、貿易を通じて初めてそれ

ぞれの国や国民のニーズが充たされている。したがって、気候変動による食糧への
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影響に関しては、生産地と消費地を一体的に把握して、その影響を明らかにすること

が課題となる。さらに、食糧生産に限らず、水資源の確保や鉱工業製品の製造等の

その他の分野に関しても、同様の視点からの検討が必要である。 

 

○ こうした観点から、緊密一体化した世界経済の現実に即し、国際的な相互依存関係を

考慮した、気候変動による影響の解明が今後の課題の一つとして挙げられる。特に、

居住空間や利用可能な水資源などへの脅威により、人々や国と国との間に生じるコ

ンフリクトの可能性を含め、気候変動がもたらす、安全保障面に対する影響とその対

処についても検討が必要である。 
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